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コミュニティと集団精神療法 

（ 5 ） 

— 災害とメンタルヘルスケア — 

藤 信子 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 5月 22日が日本集団精神療法学会（JAGP）

の「第 38 回東日本大震災関係者の相互支援

グループ」の日だったので、21日午後仙台空

港に着いた。仙台駅で人が多いなと思ってい

たら、G7 の財務相・中央銀行総裁会議が仙

台で 20-21 日に開催されたとのことだった。

「復興の状況を主要国の要人、メディアに見

てもらうことが出来た」という財務大臣のこ

とばに、違和感を感じ、それから自分が少し

怒っているとも思った。三陸沿岸の土地の盛

り土に家を建てられるのは、まだ 2-3年かか

るようだし、福島から避難している人のこと

はどのように考えているのだろう。日本の復

興する力を各国にアッピールしたかったのだ

ろうけれど、G7 に参加している人たちやメ

ディアはそんなにのんきなのだろうか。もし

素晴らしい復興の様子だと言ったのなら、そ

れはリップサービスではないだろうかと思っ

た。 

 G7 財務相・中央銀行総裁の会議に集まる

人たちは、災害で傷ついた人たちのメンタル

ヘルスと、災害後の不安で不自由な生活の中
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で、被災者の精神的な負担は大きく、様々な

困難が今起きてきていることは、関心の他な

のかもしれない。経済や社会の機能の方が大

で、人の精神的な問題は次だという考えの人

は多いのかも知れない。個人のメンタルヘル

スというものを、個人の中で完結させる考え

かたでは、そうなるのだろう。 

 熊本地震が発生したので、JAGPの相互支

援委員会として「被災地に行く前に―支援者

のメンタルヘルスのために―」という記事を

ホームページにアップした。これは相互支援

グループを継続する中で、支援に行く前に知

っておいたほうが良いのではないかと感じた

ことがあったためである。A4 一枚にプリン

トアウトできるようにしているので、支援に

出かける人には読んで欲しいと思っている。

職場で被災地への派遣の要請があった時、ま

たヴォランティアで出かける時、家族や職場

に理解をしてもらっていれば、被災地から戻

ってきた時に感じる心理的な溝が大きくなら

ずに済むのではないかと思い、職場や家族と

の関係に配慮することが、自分自身のメンタ

ルヘルスに影響を与えるという良い例になる

と私は思っている。 

 この文章を作成しながら、仕事の業務で派

遣されるのに、家族に気を使う習慣は、日本

には少ないのかも知れないと考えた。職場に

関しても同じで、「仕事」なのだから、留守で

欠員が生じることは仕方が無いということに

なるのだろうか。仕事に関しては、しなけれ

ばならないことだから、そこで生じる負担は

仕方が無いということなのだろうか。このよ

うに考えるのは、やはり日本の職場では組織

の決定は大事で、それを伝える上司の命令は

守らなければならないという制度が、まだ

人々の精神にあるからではないかと考えてし

まう。明治憲法の元で家父長制の中で決めら

れることは、そこには個人が関係性を考える

必要は無かったと思われる。そんなことは意

識的にはもう関係ないように暮らしているけ

れど、そこを十分に違う制度として、今の自

分たちの人間関係を見ているとは言い切れな

いのではないか。 

 職場の人間関係と言っても、日本の会社は

つい最近まで家族そのものだったと言える。

社員とその家族を丸抱えにして面倒を見ると

いうような組織なのだから、社員は上司（そ

して結局は会社の父親である雇用主）の言う

ことを聞くことが当たり前だったらしい。ら

しいというのは私は会社勤めをしたことが無

いから、その辺りはわかりにくいことがある。

そのような組織では、仕事をすることで生じ

る相手の負担に気遣うことが人間関係を円滑

にする真も知れない、ということにはなりに

くいかもしれない。 

 「被災地に行く前に、家族や職場の理解を

得る」ということを考える時に、それは人間

関係というものは、やはり自ら主体として引

き受けて考えることではないかと思う。個人

のメンタルヘルスを、個人という有機体の中
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だけで考えるのは、日本人の家制度の影響と、

もう一つの視点は、病気は人という器官の中

で起きる、という生物学主義的な考え方だと

思う。しかし、宮城県では震災の２−３年後に、

DV、虐待の件数画増加し、2012 年,2013 年

の中学生の不登校率が全国１位である（足立 

2015 ）など、子どもの育つ環境は不安定で

あることが推測される。災害後の生活の困窮

は、災害から年を重ねるごとに、格差が広が

っていっている。そのような環境が改善され

ずに続き、不安は解消されずにいるとしたら、

人間関係への気遣いに割く余裕はなくなるだ

ろう。人間関係をサポートする中で、環境が

整えられると言う面はあると思う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 財務大臣ではないが、復興というと建物、

道路等の設備のことしか未だに頭に浮かばな

いと言う人は多いのかもしれない。そして災

害との関連のメンタルヘルスといえば、

PTSDの発生率の問題になり、個人のカウン

セリングなどが受けられるなど、個人単位の

対応になるだろう。しかしそろそろ個人の病

理としてではなく、コミュニティでの人間関

係をサポートするという中で、メンタルヘル

スを考えるという視点に立つ必要があるので

はないだろうか。 
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